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事 業 報 告                   

2020年４月１日から 
2021年３月31日まで 

 

１．会 社 の 現 況               

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過および成果 

 当事業年度（2020年４月１日から2021年３月31日）における経営環境は、

世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、国内外の経済活動が抑

制されたことにより、非常に厳しいものでした。国内で「緊急事態宣言」

が発出される中、当社に於きましては危機管理対策本部を設置し、テレ

ワーク体制の拡充や、時差出勤を取り入れ、感染症拡大防止に十分に対処

を行いながら、事業活動の継続に取り組みました。 

 また、当社は戦略分野を「アグリカルチャー」「ヘルスケア」「環境」

「ＩＣＴ」の４分野とした中期経営計画（2020～2022年度）を策定、初年

度の目標達成を目指し、当社独自の視点を重視した施策を講じ、事業力強

化に取り組みました。 

 これらの結果として、当事業年度の売上高は３６５億８千７百万円（前

年度比３４億８千１百万円減収）、営業利益７億３千万円（前年度比９千

３百万円増益）、経常利益８億１千９百万円（前年度比１億１千８百万円

増益）、当期純利益は５億３千万円（前年度比５千８百万円増益）となり

ました。 

【化学品部門】 

 無機薬品は、液体苛性ソーダや還元剤が、新型コロナウイルス感染症

拡大の影響を受け国内需要が減少し減収となりました。 

 有機薬品は、医薬原料・医薬添加剤・食品添加物などが好調に推移し

たものの、農薬中間体等が減少し減収となりました。 

 ウレタン原料は、自動車・建機生産台数の減少により減収となりまし

た。 

 感熱・蛍光染料は、製紙業界の需要減少と競争激化により減収となり

ました。 

 その結果、化学品部門の売上高は、前期を３０億２千５百万円下回り

２０８億７千５百万円となりました。 
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【機能製品部門】 

 飼料添加物は、アミノ酸類の市況価格の軟化等の影響により減収とな

りました。 

 冷熱媒関連は、国内の大型物件の減少により減収となりました。 

 環境関連商品では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により東南

アジア市場への塩素系殺菌剤の輸出が減少、国内プール向けも低調に推

移し減収となりました。 

 その結果、機能製品部門の売上高は、前期を６億１千３百万円下回り

６１億６千万円となりました。 

【合成樹脂部門】 

 樹脂原料は、電材向け樹脂原料は好調に推移したものの、汎用樹脂は

低調に推移し減収となりました。 

 樹脂製品も、自動車向押出成形品等が低調に推移しました。 

 その結果、合成樹脂部門の売上高は、前期を２億８千２百万円下回り、

３２億８千５百万円となりました。 

【産業機器・装置部門】 

 半導体関連は、電子デバイス材料が、リモートワーク拡大に伴うモバ

イル端末の需要増により好調に推移し増収となりました。 

 ＦＲＰ関連では、国内大型案件を受注し増収となりました。 

 機械・装置は、酪農設備装置関連が好調に推移したものの、射出成形

機関連の受注が低調に推移し減収となりました。 

 その結果、産業機器・装置部門の売上高は、前期を１億８百万円上回

り、１７億８百万円となりました。 

【建設関連製品部門】 

 建設関連では、防水材料は低調に推移し減収となりました。 

 断熱材は畜産施設向けが好調に推移し増収となりました。 

 土木資材は低調に推移し減収となりました。 

その結果、建設関連製品部門の売上高は、前期を９千万円下回り、 

２１億９千２百万円となりました。 

【その他部門】 

 非鉄金属分野は、事業譲受製品が加わり順調に推移し増収となりまし

た。 

 その他ではスポット案件等もなく減収となりました。 

 その結果、その他部門の売上高は、前期を４億２千１百万円上回り、

２３億６千４百万円となりました。 
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② 設備投資等の状況                   

 特記すべき事項はありません。 

 

③ 資 金 調 達 の 状 況                   

 特記すべき事項はありません。 

 

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 

期別 
区分 

第 110 期 
2017年度 

第 111 期 
2018年度 

第 112 期 
2019年度 

第 113 期 
（当事業年度） 

2020年度 

売 上 高 (千円) 39,228,397 42,377,772 40,069,404 36,587,658 

経 常 利 益 (千円) 712,728 765,518 701,479 819,696 

当期純利益 (千円) 482,360 513,321 471,313 530,270 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

(円) 74.21 78.97 72.51 81.58 

総 資 産 (千円) 18,808,935 19,371,214 16,733,408 18,229,567 

純 資 産 (千円) 5,465,713 5,853,417 6,159,513 7,237,457 

（注） 第110期の状況につきましては、国内景気回復基調の継続のなか、経営体質の強

化に取り組み、経常利益は前期比１億２千７百万円増益となりました。 

第111期の状況につきましては、国内外の景気回復基調は継続し、明確な戦略志

向のもと事業に取り組み、経常利益は前期比５千２百万円増益となりました。 

第112期の状況につきましては、「中期経営計画」最終年度の目標達成に注力し

たものの、新型コロナウイルス感染症蔓延による国内外の混乱もあり、経常利益

は前期比６千４百万円減益となりました。 

第113期の状況につきましては、前記の「(1) 当事業年度の事業の状況」に記載

のとおりであります。 
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(3) 重要な親会社および子会社の状況 

① 親 会 社 の 状 況                   

 当社の親会社は日本曹達株式会社（資本金291億６千６百万円）であり、

同社は当社の株式を56.92％保有しており、当社は親会社を中核とする関

係会社の製品の販売ならびに原材料の納入などを行っております。 

 商品の仕入れ等については、価格および取引条件が市場実勢を勘案して

他の取引条件と同等の水準となるよう検討し決定しております。また、商

品の販売等については市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示

し、協議により決定しております。 

 当社取締役会は、このような取引状況を把握し、当社の利益を害するも

のではないことを確認したうえで、取引ごとにその適正性・妥当性を判断

しております。 

 

② 重要な子会社の状況 

 当社の経営に重大な影響をおよぼす重要な子会社はありません。 

 

(4) 対 処 す べ き 課 題                   

 ２０２１年度の事業環境は、各国でのワクチン接種を含む新型コロナウイ

ルス感染拡大抑止と経済活動維持の両立を模索する事により回復に向かうこ

とは期待されますが、米中覇権争いの激化、中東・朝鮮半島情勢等、懸念材

料は多く不透明な状況は続くことが予想されます。 

 このような事業環境のなか、「中期経営計画」（2020年度から2022年度）

における「戦略４分野での事業力強化」を含めて、「独創性のあるビジネス

の創出」「人間力と組織力の向上」「情報化社会への対応」を取り組むべき

重点課題とし、欧米を含めた海外展開にも注力、様々な形でのビジネスの拡

充を図ります。また、更なる事業分野・財務体質の変革に努め、経営体質の

強化に繋げる事業に取り組んでまいります。 

 また、コンプライアンス、内部統制をより一層強化し、ＣＳＲ活動の充実、

社会貢献を行える体制・基盤を構築してまいります。 

 株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜ります

ようお願い申しあげます。 
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貸 借 対 照 表 

（2021年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 
科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

電 子 記 録 債 権 

売 掛 金 

商 品 

短 期 貸 付 金 

前 渡 金 

前 払 費 用 

未 収 収 益 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

特 許 権 

商 標 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

前 払 年 金 費 用 

長 期 貸 付 金 

長期預ヶ入保証金 

そ の 他 の 投 資 

貸 倒 引 当 金 

14,598,335 

1,789,199 

1,958,329 

1,181,960 

7,890,788 

1,315,740 

158,000 

173,576 

5,317 

147 

126,392 

△   1,118 

3,631,232 

119,302 

40,189 

719 

453 

22,005 

32,454 

23,479 

5,197 

446 

666 

4,084 

3,506,733 

3,013,506 

98,180 

65,688 

98,241 

6,500 

180,783 

43,834 

△     1 

流 動 負 債 9,931,666 

支 払 手 形 424,029 

買 掛 金 7,854,518 

短 期 借 入 金 1,000,000 

リ ー ス 債 務 8,916 

未 払 金 58,743 

未 払 費 用 96,069 

前 受 金 42,287 

預 り 金 20,407 

未 払 法 人 税 等 186,300 

賞 与 引 当 金 240,393 

固 定 負 債 1,060,443 

リ ー ス 債 務 16,657 

繰 延 税 金 負 債 582,907 

預 り 保 証 金 460,878 

負 債 合 計 10,992,110 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 5,765,690 

資 本 金 401,165 

資 本 剰 余 金 100,800 

資 本 準 備 金 100,800 

利 益 剰 余 金 5,263,725 

利 益 準 備 金 89,500 

その他利益剰余金 5,174,225 

別 途 積 立 金 1,900,000 

繰越利益剰余金 3,274,225 

評価・換算差額等 1,471,767 

その他有価証券評価差額金 1,471,767 

純 資 産 合 計 7,237,457 

資 産 合 計 18,229,567 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,229,567 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

2020年４月１日から 
2021年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
科 目 金 額 

売 上 高  36,587,658 

売 上 原 価  33,464,794 

売 上 総 利 益  3,122,864 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,392,769 

営 業 利 益  730,095 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 55,694  

為 替 差 益 17,846  

そ の 他 27,915 101,457 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 9,158  

そ の 他 2,697 11,855 

経 常 利 益  819,696 

特 別 損 失   

関 係 会 社 株 式 評 価 損 29,999 29,999 

税 引 前 当 期 純 利 益  789,696 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 256,405  

法 人 税 等 調 整 額 3,020 259,426 

当 期 純 利 益  530,270 

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

2020年４月１日から 
2021年３月31日まで 

（単位：千円） 

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

株主資本 
合  計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合   計 別 途 

積 立 金 
繰越利益 
剰 余 金 

2020年４月１日残高 401,165 100,800 89,500 1,900,000 2,808,954 4,798,454 5,300,419 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当     △  65,000 △  65,000 △  65,000 

当 期 純 利 益     530,270 530,270 530,270 

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額) 

       

当事業年度中の
変 動 額 合 計 

－ － － － 465,270 465,270 465,270 

2021年３月31日残高 401,165 100,800 89,500 1,900,000 3,274,225 5,263,725 5,765,690 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
純 資 産 
合 計 

 

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ 
損 益 

評価・換算 
差額等合計 

 

2020年４月１日残高 859,094 － 859,094 6,159,513  

事業年度中の変動額      

剰余金の配当    △  65,000  

当 期 純 利 益    530,270  

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額) 

612,673  612,673 612,673  

当事業年度中の
変 動 額 合 計 

612,673 － 612,673 1,077,943  

2021年３月31日残高 1,471,767 － 1,471,767 7,237,457  

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表               

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１－１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの………………移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

１－２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産              （リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産               

 定額法（なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法）を採用しております。 

(3) リ ー ス 資 産               

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

１－３ 引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金               

 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金               

 従業員（使用人兼務役員を含む）の賞与支給に備えるため支給見込額基準により

計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額の期間帰属方法は、給付算定式基

準を採用しております。なお、当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付

債務に未認識数理計算上の差異等を加減した額を超えているため、前払年金費用と



 

－  － 
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して貸借対照表の投資その他の資産に計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度より費用処理することとしております。 

１－４ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) ヘッジ会計の処理 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

２－１ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

 投資有価証券 121,967千円  

(2) 担保に係る債務 

 買掛金 99,073千円  

 支払手形 156千円  

  計 99,229千円  

２－２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 建物減価償却累計額 181,034千円  

 構築物減価償却累計額 13,832千円  

 機械及び装置減価償却累計額 4,680千円  

 工具・器具・備品減価償却累計額 96,661千円  

 リース資産減価償却累計額 47,587千円  

  計 343,796千円  

２－３ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期金銭債権 1,058,873千円  

 短期金銭債務 4,309,273千円  

 



 

－  － 
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３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

 営業取引による取引高   

 売上高 3,810,320千円  

 仕入高 14,767,391千円  

 営業取引以外の取引による取引高 66,967千円  

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

４－１ 当該事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 6,500,000株 

４－２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額               

2020年６月29日の定時株主総会において、次のとおり決議しています。 

株式の種類 普通株式 

配当金の総額 65,000千円 

１株当たり配当額 10円 

基準日 2020年３月31日 

効力発生日 2020年６月29日 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 

2021年６月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しています。 

株式の種類 普通株式 

配当金の総額 65,000千円 

１株当たり配当額 10円 

基準日 2021年３月31日 

効力発生日 2021年６月30日 

 



 

－  － 
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５．金融商品に関する注記 

５－１ 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。 

 受取手形及び電子記録債権並びに売掛金に係る顧客の信用リスクは、売上債権

管理規定に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として

株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。 

 借入金の使途は運転資金であります。 

５－２ 金融商品の時価等に関する事項 

 2021年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。 

  （単位：千円） 
 

 貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額 

(1) 現金及び預金 1,789,199 1,789,199 － 

(2) 受取手形、電子記録債権及び売掛金 11,031,078 11,031,078 － 

(3) 投資有価証券 2,966,184 2,966,184 － 

(4) 支払手形及び買掛金 (8,278,547) (8,278,547) － 

(5) 短期借入金 (1,000,000) (1,000,000) － 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形、電子記録債権及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに(5) 短期借入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

（注２）投資有価証券の非上場株式（貸借対照表計上額47,322千円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。 

また、関係会社株式（貸借対照表計上額98,180千円）については、市場価格がな

く、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、上表に含めておりません。 

 



 

－  － 
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６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産   

 賞与引当金繰入超過額 73,608千円  

 未払事業税 18,588千円  

 その他 60,814千円  

 繰延税金資産小計 153,011千円  

 評価性引当額 △ 56,291千円  

 繰延税金資産合計 96,719千円  

 繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △649,546千円  

 前払年金費用 △ 30,081千円  

 繰延税金負債合計 △679,627千円  

 繰延税金負債の純額 △582,907千円  

 



 

－  － 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社                            （単位：千円） 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者
と の 関 係 

取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

親会社 日本曹達株式会社 
被所有 

直接 56.92％ 
間接 22.08％ 

役 員 の 兼 任 
同社製品の販売・
原 材 料 の 納 入 

原材料の販売 3,479,350 売 掛 金 842,684 

製 品 の 仕 入 14,403,576 買 掛 金 4,280,800 

 

(2) 子会社及び関連会社等                     （単位：千円） 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者
と の 関 係 

取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

子会社 
米岡化成工業
株 式 会 社 

所有 
直接 100％ 

役 員 の 兼 任 
同社製品の販売・
原 材 料 の 納 入 
資 金 の 貸 付 

原材料の販売 
資 金 の 貸 付 
資 金 の 返 済 
製 品 の 仕 入 
利 息 の 受 取 
手数料の受取 

18,766 
64,000 
16,000 
69,306 

981 
1,650 

売 掛 金 
短期貸付金 

 
買 掛 金 

― 
― 

― 
158,000 

 
― 
― 
― 

 

(3) 兄弟会社等                          （単位：千円） 

種 類 会社等の名称 
議決権等の所有
（被所有）割合 

関連当事者
と の 関 係 

取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

親会社の
子会社 

ニッソーファ
イン株式会社 

被所有 
直接 1.69％ 

同社製品の販売・
商 品 の 納 入 
事 務 所 賃 貸 

商 品 の 販 売 
製 品 の 仕 入 
賃貸料の受取 

266,420 
182,055 

8,717 

売 掛 金 
買 掛 金 

119,408 
23,309 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

(2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 

(3) 米岡化成工業株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率

を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 1,113円46銭 

１株当たり当期純利益 81円58銭 


